
別  紙（高齢者福祉施設防災計画策定例）

○○○園防災計画　【UPZ内施設用】
第1章  総  則

（目 的）

第１条  この計画は、地震及び風水害等の自然災害（以下「自然災害」という。）及び原子力災害対策特別措置法に規定する原子力災害（以下「原子力災害」という。）に対する防災対策及び災害時において必要な基本的事項を定めることによって自然災害及び原子力災害（以下「災害」という。）から利用者及び職員の人命の安全の確保を図るものとする。
（立地環境）

第２条  本施設は、急傾斜崩壊危険区域（地すべり危険箇所、土石流発生危険渓流等）及び原子力災害における緊急的防護措置を準備する区域（以下「UPZ」という。）に立地しており、地震、台風及び局地的豪雨、原子力災害等により甚大な被害を受ける恐れがあり、災害発生時において迅速かつ適切な行動が取れるよう、日ごろから職員一人ひとりが防災意識を高めることによって災害に備えるものとする。

（関係機関等との協力及び支援）

第３条  防災対策等の実施にあたっては、県、市町、消防署及び警察署はもとより、消防団等の地元関係者、他の施設及び利用者の家族とも十分に連携を図るものとする。
２  一般の避難所への避難が困難な利用者の避難先は、次の施設とする。

（１）○○老人ホーム
      所在地  ○○

      連絡先  ○○（電話番号、FAX、メールアドレス等）

（２）△△老人ホーム
      所在地  △△

      連絡先  △△（電話番号、FAX、メールアドレス等）

３　原子力災害発生時における利用者のUPZ外の避難先は、次の施設とする。

（１）○○老人ホーム

      所在地  ○○

      連絡先  ○○（電話番号、FAX、メールアドレス等）

（２）△△老人ホーム

      所在地  △△

      連絡先  △△（電話番号、FAX、メールアドレス等）

４  避難勧告や災害発生時において、本施設に対して市町から在宅の避難行動要支援者（要介護高齢者や認知症高齢者等）の受入要請があった場合には、施設運営に著しい支障が生じない範囲において、避難行動要支援者を受け入れるものとする。 

第２章  平常時の防災対策

（防災対策委員会）

第４条  本施設に防災対策の基本的事項を審議する防災対策委員会（以下「委員会」という。）を置く。

２  委員会の委員長は、施設長とする。

３  委員会に情報班、消防班、安全班、救護班及び物資班を置く。

４  委員長は、各班の班長を任命し、班長は委員会の委員となる。

（委員会の開催）

第５条  委員会は定例会と臨時会とする。定例会は年○回開催することとし、臨時会は委員長が必要と認めた場合に開催するものとする。

（委員会の審議事項）

第６条  委員会は、次の各号について審議する。

（１）防災計画の策定及び改正に関すること。

（２）防災情報連絡網の策定に関すること。

（３）施設の立地条件や各種ハザードマップの確認に関すること。

（４）施設の耐震化及び設備、備品の安全対策に関すること。

（５）食料、飲料水、医薬品等の備蓄及び応急復旧用資機材等の整備に関すること。

（６）防災活動隊の編成及び災害時の班長の権限等に関すること。

（７）避難誘導体制に関すること。

（８）居宅の避難行動要支援者への対応及び市町等との調整に関すること。

（９）避難訓練に関すること。

（10）避難先での介護体制に関すること
（11）その他防災対策について必要な事項に関すること。

（情報班の業務）

第７条  情報班は、「防災情報連絡網」を作成し、施設内の見やすい場所数ヶ所に掲示するものとする。また、電話回線の不通に備えて、代替の連絡手段（メール・災害伝言ダイヤル等）を定めておくものとする。
（消防班の業務）

第８条  消防班は、二次災害を防止するために「設備等点検整備表」を作成するとともに、設備等の落下・転倒の防止、火気設備・器具及び危険物の点検並びに消防用設備の作動確認を定期的に実施するものとする。
２  消防班は、避難及び災害発生後の円滑な災害活動に資するために防災訓練を年○回実施するものとする。また、防災訓練は夜間又は休日等の職員配置が手薄な時間帯での災害発生等にも対応したものとする。

（安全班の業務）

第９条  安全班は、職員及び利用者の防災意識を高めるために防災教育を定期的に実施するものとする。

２  防災教育は、次の各号について行う。

（１）災害に関する基礎的な知識

（２）警報及び避難勧告等の性格及びこれに基づきとられる措置

（３）防災計画の周知

（４）警報及び避難勧告等が発令された場合並びに災害発生時に職員及び利用者が取るべき行動

（５）その他防災についての必要な事項

３  安全班は、災害時等の避難に際して、利用者への円滑な支援を行うために利用者の心身の状況、必要な介護、投薬の状況、家族の連絡先等、支援に必要な事項を記載した「災害時支援カード」を作成するものとする。

４　安全班は、原子力災害時など広域避難が必要となる場合に備え、利用者の移送手段等を記載した「利用者移送計画」を作成するものとする。

（救護班の業務）
第１０条  救護班は、「救急医薬品一覧表」を作成するとともに、定期的に救急医薬品の点検を実施するものとする。

（物資班の業務）

第１１条  物資班は、「備蓄品等一覧表」を作成するとともに、定期的に備蓄品等の点検を実施するものとする。
（防災活動隊）

第１２条  本施設に災害時の応急対応等を迅速かつ適切に行うため防災活動隊（以下「活動隊」という。）を組織する。

２  活動隊は、隊長、副隊長、情報班、消防班、安全班、救護班及び物資班から編成する。

３  隊長は、施設長とする。また、隊長は、副隊長及び各班の班長を任命する。
４  隊長は、初動対応を行うために施設近隣に在住する職員等の中から初動担当者を任命するとともに、「初動対応事項一覧表」を作成するものとする。
（隊長及び副隊長の職務）

第１３条  隊長は、災害対策の実施全般についての一切の指揮を行うものとする。

２  副隊長は、隊長を補佐し隊長に事故がある時は副隊長がその職務を行うものとする。

第３章  地震・津波災害対策

（地震発生後の初動対応）

第１４条  宿直等の職員は、地震が発生した場合には、直ちに利用者等の安否及び施設の状況を確認し、隊長へ報告するものとする。
２  初動担当者は、震度４以上の地震が発生した場合には、直ちに出勤し、初動活動に着手するものとする。また、勤務時間外の職員は、震度５弱以上の地震が発生した場合には、直ちに出勤するものとする。ただし、家族や被災者の救護あるいは避難誘導等を行う場合は、必要な措置を講じた後、速やかに出勤するものとする。
３　隊長は、前項の規定に基づき、情報連絡網により必要な班員又は全職員の出勤を指示するものとする。

（避難誘導対応）
第１５条　 隊長は、施設の損壊状況、市町災害対策本部等からの情報により避難が必要であると判断した場合には、直ちに安全班に対して利用者の避難誘導を指示するものとする。

２　前項の場合において、施設の立地条件や災害の規模等から施設内に留まることが安全と判断される場合には、利用者を施設内の安全な場所へ避難誘導するものとする。なお、津波のおそれがある場合は、できるだけ高層階を選択するものとする。
（情報班の業務）

第１６条  情報班は、施設が被災した場合には、直ちに市町災害対策本部等へ連絡を取り、余震・津波の発生、山崩れ、がけ崩れの危険及び火災の発生等の情報収集を行うとともに、必要な指示を仰ぎ、隊長へ報告するものとする。

２  情報班は、利用者の避難が必要となった場合には、市町災害対策本部等へ移送及び救助の要請並びに避難受入施設等との連絡調整を行うものとする。

（消防班の業務）

第１７条  消防班は、施設が被災した場合には、直ちに火元の点検、ガス漏れの有無等を確認し二次災害の発生を防ぐとともに、給水、電気などのライフラインや貯蔵庫等の設備に支障がないか点検し隊長へ報告するものとする。また、利用者に対し適切に情報提供を行うとともに、不安や動揺を鎮め、理解と協力を求めるものとする。また、発火の際には初期消火に務めるものとする。

（安全班の業務）

第１８条  安全班は、施設が被災した場合には、直ちに利用者の安否確認を行い、隊長へ報告するものとする。
２  安全班は、情報班と連携し、避難所や避難経路及び周辺地域の被災状況を把握し、安全な避難行動に努めるものとする。
（救護班の業務）

第１９条  救護班は、施設が被災した場合には、直ちに医薬品等を確保するとともに、負傷者の応急処置を行うものとする。また、治療を要する者については、速やかに医療機関への移送の手配を行うものとする。

２  救護班は、隊長から避難指示が出された場合には、速やかに医薬品等を避難所へ搬出するとともに、避難所での利用者の健康管理を行うものとする。
（物資班の業務）

第２０条  物資班は、施設が被災した場合には、直ちに備蓄する飲料水、食料等及び応急復旧資機材等を確保するものとする。

２  物資班は、隊長から避難指示が出された場合には、飲料水及び食料等を避難所へ搬出するとともに、利用者への食事提供に備えるものとする。 

第４章  風水害・土砂災害対策
第１節  警報発令後の対応

（警報発令後の初動対応）

第２１条  宿直等の職員は、警報（大雨・洪水警報、暴風・波浪・高波警報）が発令され、災害警戒のため応援が必要な場合には、初動担当者に出勤を要請するものとする。また、要請を受けた初動担当者は、速やかに出勤し、災害警戒にあたるとともに、隊長へ報告するものとする。

２　前項に規定するもののほか、勤務時間外の職員は、特別警報、記録的短時間大雨情報又は土砂災害警戒情報、台風に伴う暴風・波浪・高潮警報が発令された場合には、直ちに出勤するものとする。ただし、家族や被災者の救護又は避難誘導等を行う場合には必要な措置を講じた後、速やかに出勤するものとする。
３  隊長は、前２項の規定に基づき、速やかに防災情報連絡網により必要な班員又は全職員の出勤を指示するものとする。

（避難誘導対応）
第２２条　 隊長は、市町災害対策本部等からの避難勧告又は避難指示（以下「避難勧告等」という。ただし、第５章　原子力災害対策においては「避難指示等」という。）の発令前であっても、施設の立地条件、気象情報等及び避難準備情報の発令により避難が必要であると判断した場合には、速やかに安全班に対して利用者の避難誘導を指示するものとする。この場合において、施設内に留まることが安全と判断した場合には、利用者を施設内の安全な場所へ避難誘導するものとする。

（情報班の業務）

第２３条  情報班は、市町災害対策本部等へ連絡を取り、情報収集を行うともに、隊長へ報告するものとする。

（消防班の業務）

第２４条  消防班は、設備・備品等の落下・転倒防止、非常口の開放、避難時に障害となる備品の除去を行うとともに、利用者の不安や動揺の解消に努め、理解と協力を求めるものとする。

（安全班の業務）

第２５条  安全班は、避難体制の確認及び移送車両の準備等、避難等に備えるものとする。
２  安全班は、情報班と連携し、避難所や避難経路及び周辺地域の状況を把握し、安全な避難行動に努めるものとする。
（救護班の業務）

第２６条  救護班は、備蓄する救急医薬品の点検を実施し、避難等に備えるものとする。
（物資班の業務）

第２７条  物資班は、備蓄する食料、飲料水等及び応急復旧用資機材等の点検を実施し、避難等に備えるものとする。
第２節  避難勧告等発令後の対応

（避難勧告等発令後の初動対応）

第２８条  勤務時間外の職員は、市町災害対策本部等から避難勧告等が発令された場合には、直ちに出勤するものとする。ただし、家族や被災者の救護又は避難誘導等を行う場合には必要な措置を講じた後、速やかに出勤するものとする。

２　隊長は、前項の規定に基づき、直ちに情報連絡網により全職員の出勤を指示するものとする。

（避難誘導対応）
第２９条　 隊長は、避難勧告等が発令された場合又は施設周辺で災害の前兆や異変を確認した場合には、直ちに安全班に対して利用者の避難誘導を指示するものとする。この場合において、施設内に留まることが安全と判断した場合には、利用者を施設内の安全な場所へ避難誘導するものとする。

（情報班の業務）

第３０条  情報班は、市町災害対策本部等へ連絡を取り、情報収集に努めるとともに、必要な指示を仰ぎ、隊長へ報告するものとする。

２  情報班は、必要に応じて市町災害対策本部等へ移送の要請及び避難受入施設等との連絡調整を行うものとする。
（消防班の業務）

第３１条  消防班は、設備・備品等の落下・転倒防止、非常口の開放、避難時に障害となる備品の除去を行うとともに、利用者の不安や動揺の解消に務め、理解と協力を求めるものとする。

（安全班の業務）

第３２条  安全班は、避難体制の確認及び移送車両の準備等、避難等に備えるものとする。
２　安全班は、情報班と連携し、避難所や避難経路及び周辺地域の状況を把握し、安全な避難行動に努めるものとする。
（救護班の業務）

第３３条  救護班は、速やかに救急医薬品等を避難所へ搬出するとともに、避難所での利用者の健康管理を行うものとする。
（物資班の業務）

第３４条  物資班は、速やかに備蓄する食料、飲料水等を避難所へ搬出するとともに、食事の提供に備えるものとする。
第３節  災害発生後の対応

（災害発生後の初動対応）
第３５条  勤務時間外の職員は、施設が被災した場合には、直ちに出勤するものとする。ただし、家族や被災者の救護又は避難誘導等を行う場合には必要な措置を講じた後、速やかに出勤するものとする。

２　隊長は、前項の規定に基づき、直ちに情報連絡網により全職員の出勤を指示するものとする。

（避難誘導対応）
第３６条　隊長は、施設の損壊状況、市町災害対策本部等からの指示により避難が必要であると判断した場合には、直ちに安全班へ利用者の避難誘導を指示するものとする。この場合において、施設内に留まることが安全と判断した場合には、利用者を施設内の安全な場所へ避難誘導するものとする。

（情報班の業務）

第３７条  情報班は、施設が被災した場合には、市町災害対策本部等へ連絡を取り、必要な指示を仰ぎ、隊長へ報告するものとする。

２  情報班は、必要に応じ市町災害対策本部等へ移送及び救助の要請及び避難受入施設等との連絡調整を行うものとする。
（消防班の業務）

第３８条  消防班は、施設が被災した場合には、施設・設備の損壊状況を確認し、隊長へ報告するものとする。また、利用者の不安や動揺の解消に努め、理解と協力を求めるものとする。

（安全班の業務）

第３９条  安全班は、施設が被災した場合には、直ちに利用者の安否確認を行い、隊長へ報告するものとする。  
３  安全班は、情報班と連携し、避難所や避難経路及び周辺地域の被災状況を把握し、安全な避難行動に努めるものとする。
（救護班の業務）

第４０条  救護班は、施設が被災した場合には、速やかに医薬品等の確保を行うとともに、負傷者への応急処置を行うものとする。また、治療を要する者については、速やかに医療機関への移送の手配を行うものとする。

２  救護班は、速やかに医薬品等を避難所へ搬出するとともに、避難所での利用者の健康管理を行うものとする。 

（物資班の業務）

第４１条  物資班は、施設が被災した場合には、速やかに備蓄した食料、飲料水等を確保するものとする。  
２  物資班は、速やかに備蓄した食料、飲料水等を避難所へ搬出するとともに、食事の提供に備えるものとする。

第５章  原子力災害対策　【UPZ内施設用】
第１節　原子力災害対策の流れ　
（原子力災害に関する緊急事態の区分と避難）

第４２条　原子力災害時の緊急事態は、「警戒事態（警戒事象）」、「施設敷地緊急事態（特定事象）」、「全面緊急事態」の３つに区分されており、避難（屋内退避を含む）については、「全面緊急事態」となった時点から実施するものとする。
２　「全面緊急事態」に至った後は、防護措置の判断基準となる空間放射線量に応じて市町災害対策本部等より出される指示に従って避難等を行うものとする。
第２節  警戒事態発生時の対応（警戒事象）
（警戒事態発生後の初動対応）

第４３条  宿直等の職員は、警戒事象の発生を認知した時、災害警戒のため応援が必要な場合には、初動担当者に出勤を要請するものとする。また、要請を受けた初動担当者は、速やかに出勤し、災害警戒にあたるとともに、隊長へ報告するものとする。

２  隊長は、班員の参集が必要であると判断した場合には、速やかに防災情報連絡網により必要な班員の出勤を指示するものとする。

（避難誘導対応）
第４４条　隊長は、屋内退避の準備に備え、各班に対して必要な事項の確認を指示するものとする。
（情報班の業務）

第４５条  情報班は、市町災害警戒本部等へ連絡を取り、情報収集に努めるとともに、必要な指示を仰ぎ、隊長へ報告するものとする。

（消防班の業務）

第４６条  消防班は、情報班からの情報を適切に利用者へ提供し、利用者の不安や動揺の解消に努め、理解と協力を求めるものとする。

（安全班の業務）

第４７条  安全班は、屋内退避の準備に必要な事項の確認を行い、速やかに準備行動へ移れるよう備えるものとする。

（救護班の業務）

第４８条  救護班は、備蓄する救急医薬品等の点検の実施に必要な事項の確認を行い、速やかに準備行動に移れるよう備えるものとする。

（物資班の業務）

第４９条  物資班は、備蓄する食料、飲料水等及び必要な資機材等の点検に必要な事項の確認を行い、速やかに準備行動に移れるよう備えるものとする。

第３節  施設敷地緊急事態発生時の対応（特定事象）
（施設敷地緊急事態発生時の初動対応）

第５０条  勤務時間外の職員は、施設敷地緊急事態の発生を認知した時、直ちに出勤するものとする。ただし、家族の救護又は屋内避難準備等を行う場合には必要な措置を講じた後、速やかに出勤するものとする。

２  隊長は、前項の規定に基づき、直ちに防災情報連絡網により全職員の出勤を指示するものとする。
（避難誘導対応）
第５１条　隊長は、屋内退避に備え、安全班に対して利用者の屋内退避の準備を指示するものとする。

（情報班の業務）

第５２条  情報班は、市町災害対策本部等へ連絡を取り、情報収集に努めるとともに、必要な指示を仰ぎ、隊長へ報告するものとする。
（消防班の業務）

第５３条  消防班は、閉鎖すべき全てのドアや窓の確認、停止すべき全ての換気扇やエアコンなどについてあらかじめ確認を行うとともに、利用者の不安や動揺の解消に努め、理解と協力を求めるものとする。
（安全班の業務）

第５４条　安全班は、情報班と連携し、利用者や職員の所在が確認できるよう必要な準備を行うとともに、屋内退避に向けた準備に努めるものとする。
（救護班の業務）

第５５条  救護班は、隊長から屋内退避の指示が出された場合に備え、速やかに救急医薬品等を屋内退避先へ搬出できるよう準備を行うとともに、屋内退避先での利用者の健康管理を行うことができるよう準備を行うものとする。ただし、屋内退避先が施設の特定の場所等に限定されていない場合は、この限りではない。
（物資班の業務）

第５６条  物資班は、隊長から屋内避難の指示が出された場合に備え、速やかに備蓄する食料、飲料水等を屋内退避先へ搬出できるよう準備を行うとともに、食事の提供に備えるものとする。ただし、屋内退避先が施設の特定の場所等に限定されていない場合には、この限りではない。
第４節  全面緊急事態発生時の対応

（全面緊急事態発生時の初動対応）

第５７条  勤務時間外の職員は、全面緊急事態の発生を認知した時、直ちに出勤するものとする。ただし、家族の救護又は屋内避難を行う場合には必要な措置を講じた後、速やかに出勤するものとする。

２  隊長は、前項の規定に基づき、直ちに防災情報連絡網により全職員の出勤を指示するものとする。
（避難誘導対応）
第５８条　隊長は、市町災害対策本部等より屋内退避の勧告・指示等が発令された場合には、直ちに安全班に対して利用者の屋内退避の誘導を指示するものとする。

（情報班の業務）

第５９条  情報班は、市町災害対策本部等へ連絡を取り、情報収集に努めるとともに、必要な指示を仰ぎ、隊長へ報告するものとする。
（消防班の業務）

第６０条  消防班は、全てのドアや窓の閉鎖、全ての換気扇やエアコンの停止を行うとともに、利用者の不安や動揺の解消に努め、理解と協力を求めるものとする。
（安全班の業務）

第６１条  安全班は、情報班と連携し、利用者や職員の所在を確認するとともに、隊長の指示のもと、安全な退避行動に努めながら利用者の屋内退避を実施する。

（救護班の業務）

第６２条  救護班は、速やかに救急医薬品等を屋内退避先へ搬出するとともに、屋内退避先での利用者の健康管理を行うものとする。ただし、屋内退避先が施設の特定の場所等に限定されていない場合には、この限りではない。

（物資班の業務）

第６３条  物資班は、速やかに備蓄する食料、飲料水等を屋内退避先へ搬出するとともに、食事の提供に備えるものとする。ただし、屋内退避先が施設の特定の場所等に限定されていない場合には、この限りではない。
第４節  避難指示等があった場合の対応
（避難勧告等があった場合の初動対応）
第６４条  勤務時間外の職員は、全面緊急事態の発生に伴い避難指示等が発令された場合、直ちに出勤するものとする。ただし、家族の救護又は避難誘導等を行う場合には必要な措置を講じた後、速やかに出勤するものとする。

（避難誘導対応）
第６５条　隊長は、県又は市町災害対策本部等からの緊急事態における防護措置の基準（OIL１：空間放射線量毎時500マイクロシーベルト、OIL２：空間放射線量毎時20マイクロシーベルト）に応じた指示により、１日内又は１週間程度内に避難先施設へ避難できるよう安全班へ利用者の避難誘導を指示するものとする。

２　前項の場合において、利用者で移動が困難な人がある場合は必要最小限の職員と共に屋内退避することとし、安全な避難体制ができてから避難するものとする。

（情報班の業務）

第６６条  情報班は、市町災害対策本部等へ連絡を取り、情報収集に努めるとともに、必要な指示を仰ぎ、隊長へ報告するものとする。
２  情報班は、必要に応じ避難先施設等との連絡調整の準備を行うものとする。

（消防班の業務）

第６７条  消防班は、避難にあたり運搬すべき必要な設備や物品等を確認し、隊長へ報告するものとする。また、利用者の不安や動揺の解消に努め、理解と協力を求めるものとする。

（安全班の業務）

第６８条  安全班は、直ちに利用者の状況確認を行い、隊長へ報告するものとする。  

２  安全班は、情報班と連携し、避難先施設等と調整を行い、避難経路及び移送手段を確保し、安全な避難行動に努めるものとする。
（救護班の業務）

第６９条  救護班は、速やかに医薬品等の確保を行うとともに、利用者を移送するうえで必要な処置を行うものとする。また、治療を要する者については、速やかに医療機関と調整を行い、移送等の手配を行うものとする。

２  救護班は、速やかに医薬品等を避難先施設等へ搬出するとともに、避難先施設等で利用者の健康管理を行うものとする。 ただし、屋内退避する利用者に係る医薬品等については、屋内退避先に備えるものとする。
（物資班の業務）

第７０条  物資班は、必要に応じ備蓄した食料、飲料水等を避難先施設等へ搬送するものとする。  

２  物資班は、必要に応じ備蓄した食料、飲料水等を避難先施設等へ搬出するとともに、食事の提供に備えるものとする。ただし、屋内退避する利用者及び職員に係る食料、飲料水等については、屋内退避先に備えるものとする。
附則  この計画は、平成  年  月  日から施行する。
＜参考資料＞　防災情報連絡網（様式例）
	役職名
	氏名
	住所
	自宅電話
	携帯電話
	通勤時間

	
	
	
	
	携帯メール
	

	施設長
	○○○○
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	事務長
	□□□□
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ
	☆☆☆☆
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	看護職員
	△△△△
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	：
	：
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	介護職員
	▽▽▽▽
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	













＜参考資料＞　設備等点検整備表（様式例）
点検整備表
	対象物
	点検事項
	点検担当者

	建築物
	○建築物の耐火性及び耐震性（ 構造、内装、防火区域等）
に異常がないか
○建築物の基礎・土台が老朽化していないか
○外壁又は内壁に亀裂による落下の恐れがないか
○出入口、廊下及び階段に転倒するおそれがある物又は
落下するおそれがある物がないか
○照明器具、時計等は固定されているか
○防火扉の破損等はないか
○機材及び設備が倒壊するおそれがないか
○安全な避難経路が確保されているか
	

	火気使用設備器具関係
	○火気使用設備（ボイラー・ガス関係設備・湯沸所等） 、
火気使用器具（炊事器具、暖房器具及び電気器具全般）
の安全性及び耐震性はどうか
○火気使用設備などは転倒又は落下しないか
○火気使用器具の台座が安全になっているか
○周囲から転倒又は落下するものはないか
○火気使用器具の周囲に燃えやすいものが置いてないか
○ボンベ等の燃料容器の転倒防止ができているか
	

	消防用設備関係
	○消火器等が指定された場所にあるか
○消火器が転倒又は落下し、損傷を受けることはないか
○消火栓及び火災報知機の点検・管理は適切に行われて
いるか
	

	避難用
資機材関係
	○担架、車椅子等の管理が適切に行われているか
○移送用車両・ゴムボート等の整備は適切に行われているか
	


＜参考資料＞　災害時支援カード（様式例）

	氏名等
	フリガナ
	○○○○　　○○○○
	年　　齢
	歳

	
	氏　　名
	□　□　　□　□
	生年月日
	 　年 　月 　日生

	
	
	
	性　　別
	男　・　女

	留意事項
	血液型
	型
	その他
特記事項
	

	
	持病
	
	
	


利用者の状況等
	利用者の状況
	

	必要な介護等
	

	服薬の状況
	有（薬名：　　　）・　無
	服薬時期
	


家族（保護者）等
	家族等
	フリガナ
	
	自宅電話
	　　　－　　　－　　　　

	
	氏　　名
	
	携帯電話
	　　　－　　　－　　　　

	
	住　　所
	市
丁目　 番(地)　　号
	勤務先
	

	
	
	
	同住所
	

	
	続　　柄
	
	(勤務先等)
	　　　－　　　－　　　　

	
	
	
	緊急連絡時
	


家族（保護者）等の明細
	氏　　名
	¹
	²
	³

	利用者との続柄
	
	
	

	住　　所
	
	
	

	電話番号
	
	
	

	勤 務 先
	
	
	

	緊急時の連絡方法
	
	
	

	家族等と異なる
場合、その理由
	
	
	


利用者の引継確認事項【家族（保護者）・避難先施設等】
	
	引継場所
	引継先（家族等）
	続柄
	日　時
	確認方法
	引継責任者

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	


＜参考資料＞　利用者移送計画（様式例）

（第　班）
	１
	移　　　　送
責任者
	【平日】

	
	
	【休日】

	２
	被移送者
（利用者）
	
	【状態】

	
	
	
	【状態】

	
	
	
	【状態】

	
	
	
	【状態】

	
	
	
	【状態】

	３
	移送場所
	

	４
	移送方法
	【所要推定時間：　　　】


	５
	移送経路
	

	６
	移送に必要な
資機材
（不足する場合の調達方法（調達先・連絡先））
	

	７
	備考
	


＜参考資料＞　救急医薬品一覧表（様式例）
	分類
	品名
	数量
	保管場所
	使用期限

	内服薬
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	外用薬
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	○○
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	■■
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


＜参考資料＞　備蓄品等一覧表（様式例）
	分類
	品名
	数量
	保管場所
	使用期限

	飲料水、食料等
	飲料水
	
	
	

	
	米
	
	
	

	
	非常食
	
	
	

	
	なべ
	
	
	

	
	食器
	
	
	

	
	カセットコンロ
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	情報機器
	ラジオ
	
	
	

	
	携帯テレビ（ワンセグ）
	
	
	

	
	メガホン
	
	
	

	
	携帯電話（充電器含む）
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	照明等
	懐中電灯
	
	
	

	
	ローソク（ローソク台を含む）
	
	
	

	
	携帯用発電機
	
	
	

	
	電池
	
	
	

	暖房資材
	石油ストーブ
	
	
	

	
	灯油
	
	
	

	
	携帯カイロ
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	作業資材
	スコップ
	
	
	

	
	ツルハシ
	
	
	

	
	合板
	
	
	

	
	のこぎり
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	移送用具
	車いす
	
	
	

	
	ストレッチャー
	
	
	

	
	担架
	
	
	

	
	おんぶ紐
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	避難用具
	地図
	
	
	

	
	テント
	
	
	

	
	ビニールシート
	
	
	

	
	ヘルメット
	
	
	

	
	防災ずきん
	
	
	

	
	避難用車両
	
	
	

	
	移送用ゴムボート
	
	
	

	
	ロープ
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	医薬品等
	医薬品
	
	
	

	
	ガーゼ
	
	
	

	
	包帯
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	衛生用品
	紙おむつ
	
	
	

	
	生理用品
	
	
	

	
	　　：
	
	
	

	その他
	タオル　　
	
	
	

	
	下着
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	非常持ち出し品
	　：　　　　(担当；○○)
	
	
	

	　　：
	：
	
	
	


＜参考資料＞　初動対応事項一覧表（様式例）
初動対応
	初動対応者名

（住所）
	地震・津波災害
	風水害・土砂災害
	原子力災害

	（　　　　）
	（対応事項）


	（対応事項）

	（対応事項）


	（　　　　）
	（対応事項）


	（対応事項）

	（対応事項）


	（　　　　）
	（対応事項）


	（対応事項）

	（対応事項）


	（　　　　）
	（対応事項）


	（対応事項）

	（対応事項）


	（　　　　）
	（対応事項）


	（対応事項）

	（対応事項）


	（　　　　）
	（対応事項）


	（対応事項）

	（対応事項）



  この策定例は各施設で防災計画を策定される際の参考として作成したものです。各施設の立地条件、利用者や職員配置の状況に応じて作成していただき、防災訓練の実施状況を検証することにより、不具合等を見直し、より実効性のある防災計画としてください。



































宿直





☆☆☆☆











事務長









































△△△△








施設長





利用者移送計画【 ○ ○ 災 害 編 】
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